
大阪広域水道企業団委託役務業務の最低制限価格算定要領 

（目的） 

第１条 この要領は、委託役務業務（測量・建設コンサルタント等業務を除く）の入札について、大阪

広域水道企業団契約規程（以下「契約規程」という。）第21条第２項に規定する最低制限価格の算出に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）最低制限価格 契約規程第21条第２項に規定する最低制限価格をいう。 

（２）最低制限価格算出基礎額 最低制限価格の算出の基礎となる金額をいう。 

（３）消費税 取引にかかる消費税及び地方消費税額をいう。 

 

（最低制限価格を設定する委託役務業務） 

第３条 最低制限価格を設定する委託役務業務は、収支等執行者が契約の内容に適合した履行を確保す

るために特に必要があると認めた場合に限るものとする。 

 

（最低制限価格の算出） 

第４条 最低制限価格の算出は、次のとおりとする。 

（１）入札執行後の公表を行う委託役務業務の最低制限価格は、最低制限価格算出基礎額（以下「算出

基礎額」という。）を第５条の規定による処理により算出した額を基準価格とし、その額に消費税

を加算したものとする。 

（２）入札執行前の公表を行う委託役務業務の最低制限価格は、算出基礎額に消費税を加算したものと

する。 

２ 算出基礎額の算出方法は、別に定める。 

 

（ランダム係数処理） 

第５条 ランダム係数処理は、無作為に発生させた乱数により次の通り行うものとする。 

２ ランダム係数処理による額の算出は、算出基礎額の千円未満の端数を切り上げた額に、１から

1.0050までの範囲内の0.0001刻みの数値の中から、無作為に乱数を発生させることにより選択し

た数値を乗じて行うものとする。この場合において、得られた数値に千円未満の端数がある場合は、

これを切り捨てるものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行し、令和４年４月１日以降の公告案件から適用する。 

 

 

 

 

 



参 考 

 

最低制限価格に関するランダム係数処理 

算出基礎額 21,106,019 円 

算出基礎額の千円未満の端数を切り上げ ⇒ 21,107,000 円（下限値） 

基準価格  

【次の範囲内で選択】            【基準価格】 

     ↓                 ↓（千円未満 切り捨て） 

21,107,000×1.0050＝21,212,535  ⇒ 21,212,000 円 

21,107,000×1.0049＝21,210,424.3 ⇒ 21,210,000 円 

21,107,000×1.0048＝21,208,313.6 ⇒ 21,208,000 円 

 

21,107,000×1.0000＝21,107,000  ⇒ 21,107,000 円 

 

 


